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はじめに

日本と NATO の関係は過去15年かけて着
実に進展してきた。ただし目立たぬ動き
だったこともあり、必ずしも広く認知さ
れてきたとは言い難い。NATO にとって
日本は欧州大西洋域外で最古参のパート
ナーであり、日本にとっても NATO は長
年にわたり、価値と利益を共有するパー
トナーである。2022年2月のロシアによ
るウクライナ侵攻を受けて、日 NATO 間
では更なる協力を進める機運が高まって
いる。本稿では、日 NATO 関係の歴史
的変遷を振り返り、現状と今後の課題を
示す。

これまでの経緯

冷戦期、日本と NATO はともに西側陣営
に属しながらほとんど交わることがなかっ
た。それぞれが各地域での安全保障を追
求するのに手一杯だったからである。ま
た戦後日本で反軍主義が強かったことも、
日本政府が「軍事同盟」である NATO へ
の接近に消極的だった理由の一つだった。

それでも冷戦末期、両者の間で非公式な
接触が試みられた。当時日欧共通の懸案
事項の一つだったのが、ソ連の新型中距
離核戦力（INF）の配備であり、1981年
から始まった米ソ INF 交渉である。1982
年に成立した中曽根政権は、日本抜きで
米欧が交渉方針を決め、欧州で削減され
た INF が極東に再配備されることを恐れ
た。また同時にソ連の圧力に対して「西
側の結束」を強く打ち出す必要性を感じ
ていた。そこで日本は米国のみならず、
NATO 欧州諸国との協議を活発化させた。
協議のなかで繰り返し主張されたのが、

1983年5月のウィリアムズバーグ・サミッ
ト声明にも盛り込まれることとなる「サ
ミット参加国の安全は不可分」という原
則である。これは1987年の INF 全廃条約
締結まで西側の基本方針となった。また
日本は、米国が NATO「二重決定」に基
づき新型 INF を欧州に配備することを明
確に支持した。その後、80年代を通じて、
日 NATO の公式協議が設置されることは
なかったものの、日本と NATO 欧州諸国
の間で戦略上の問題について緊密な協議
が重ねられたことは画期的だった。

1990年代に入ると、日 NATO 間では公
式の対話が始まった。冷戦終結を受けて
NATO は自らの役割を見直し、非加盟国
との関係を構築していった。他方、日本
は湾岸戦争で役割を十分に果たせなかっ
たとの反省から、国際貢献を模索してい
た。また多様な安全保障課題が表出する
なか、それまで希薄だった政治安全保障
面での日欧対話を行う機運が高まった。

日本は、欧州共同体（EC）や欧州安全
保障協力機構（OSCE）などの欧州の国
際組織との関係を深めていくが、そのな
かで NATO とも対話を開始した。1990
年には政府関係者や専門家からなる「日
NATO 安全保障会議」が設置され、翌年
にはヴェルナー事務総長が NATO 事務総
長として初めて来日した。また1993年に
は今日まで続く「日 NATO 高級事務レベ
ル協議」が始まった。とは言え、この間
互いの関心や懸念に関する理解は進んだ
ものの直接の協力にまでは至らず、「対話
のための対話」とも言える状況が続いた。

この状況を一変させたのが、2001年の米
国同時多発テロとそれに続くアフガニス
タン戦争である。同盟国である米国がテ
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ロ攻撃を受け、小泉政権は同年末から米
国主導の「不屈の自由作戦」のもと実施
された海上阻止活動に従事する各国艦艇
への補給のため、海上自衛隊の艦艇をイ
ンド洋に派遣した（一時中断を経て2010
年まで継続）。これはもっぱら対米支援と
いう文脈から出てきたものだが、補給対
象となった多くは米国を含む NATO 諸国
だった。

また日本はアフガニスタンで軍事面での
直接的貢献ができないなか、復興・開
発面で主導的役割を担い、その外交的地
平を広げていった。そこで、9.11テロを
契機に活動をグローバル化させていた
NATO と出会うことになる。

NATO は2003年8月、国際治安支援部隊
（ISAF）の指揮権を継承した。その任務
は当初、首都カブールとその周辺地域に
限られていたが、その後全土へと拡大し
た。また NATO は、その任務が復興にも
及ぶなかで国際機関や NGO、そして域
外諸国との連携を必要とした。

このような状況のなかで、日 NATO の直
接的な協力が始まった。2007年から日本
は NATO 諸国主導の地方復興支援チーム

（PRT）と連携し、初等教育、職業訓練、
医療・衛生などの分野で、100を超える
事業を実施する NGO や地方行政機関へ
の支援を行った。またこの枠組みを円滑
に運用し、NATO 側と緊密な調整を行う
ため、2008年には在カブール NATO 文民
代表部に連絡調整員を派遣した。2009年
にはリトアニア主導の PRT に、開発の専
門家が文民支援チームとして派遣された。
治安がなかなか安定しないなか、日本の
支援や活動は NATO・ISAF との協力で初
めて可能となった。

また日本は、NATO の「アフガニスタン
国軍支援信託基金」を通じた同軍への医
療・教育に関する活動支援や、「平和のた
めのパートナーシップ信託基金」を通じ
た武器弾薬管理の強化支援を行ってきた。
後者については、これまでアフガニスタ
ン以外の国（タジキスタンやウクライナ
など）での事業も対象となっている。

こうした現場での協力と軌を一にして、
政治的パートナーシップも強化された。
NATO が2006年のリガ首脳会合以降、日
本や豪州といった国々との連携強化を図
るなか、日本も NATO を価値を共有する
パートナーとして位置付けた。2007年1
月、安倍首相は日本の首相として初めて
北大西洋理事会（NAC）に出席し、多様
な安全保障課題を前に日 NATO が別々に
動く余裕はないとの認識から、「協力の
新たな段階へと移行するべき」と訴えた。
本会合ではアフガニスタン支援に加え、
北朝鮮の核ミサイル問題や中国の台頭に
も時間が割かれた。日本にとって NATO
は、東アジア情勢について特に欧州諸国
にインプットする「場」として重要性を
増し始めた。

こうした日 NATO 協力に向けたモメンタ
ムは、2009年9月から約3年にわたる民主
党政権下でも維持される。例えば、2012
年5月には玄葉外相がシカゴ首脳会合に
おけるアフガニスタンに関する会合に出
席した。また実務的な協力が進むなか、
2010年には日 NATO 情報保護協定が締結
された。

その後、2012年12月に発足し、日本の憲
政史上最長の政権となった第二次安倍政
権のもと、日 NATO 関係は「信頼できる
必然のパートナー」として更なる発展を
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遂げていく。第二次安倍政権は「積極的
平和主義」の観点から、対米関係を基軸
としつつ、価値や利益を共有するアジア
太平洋諸国や NATO を含む欧州諸国と
の協力を拡大していく方針を追求した。
NATO でも2011年に新たなパートナー
シップ政策が採用されるなか、2013年4
月のラスムセン事務総長訪日時には、「日
NATO 共同政治宣言」が採択された。こ
の時、日本は駐ベルギー大使と兼任とな
る NATO 大使ポストを設けた（2018年に
は日本政府代表部開設）。

ま た 翌2014年5月 に は、 日 NATO 協 力
の指針、原則、具体的な協力分野を盛り
込んだ「国別パートナーシップ協力計画

（IPCP）」が発表された。ハイレベル対話
の強化と防衛協力・交流の促進が謳われ、
優先すべき分野としてサイバー防衛、海
洋安全保障、人道支援・災害救援、軍備
管理・不拡散・軍縮などが挙げられた。
IPCP はその後、2018年5月、2020年6月
と二度改定されたが、後者では人間の安
全保障が協力の優先分野に追加された他、
東アジア情勢に関する協議の強化も盛り
込まれた。

IPCP に基づく実務的協力の例として、
サイバー防衛分野では、2019年からエス
トニアの NATO サイバー防衛協力セン
ター（CCDCOE）に防衛省職員を派遣し、
NATO や CCDCOE 主催のサイバー防衛
演習に日本も参加している。また海洋安
全保障分野ではアデン湾やバルト海など
で共同訓練が実施され、2019年からは在
英防衛駐在官が NATO 海上司令部に連絡
官として派遣されている。その他にも女
性自衛官を NATO 本部に派遣するといっ
た人的交流も進められている。

この10年でアフガニスタンへの支援を超
えて協力が進んだのは、日本とNATOが、
自由、民主主義、人権、法の支配といっ
た基本的価値を共有しているだけでなく、
ルールに基づく国際秩序が揺らいでいる
という危機感を共有していたからである。
特に中ロの力による現状変更の試みが活
発化するなか、各地域の安全保障が相互
に影響を及ぼすという認識が共有され始
めた。安倍首相は2014年5月の NAC にお
ける演説で、ロシアによるクリミアの一
方的併合とウクライナ東部紛争への介入
を「アジアにも影響を与える、グローバ
ルな問題」と位置付け、東シナ海や南シ
ナ海において力による現状変更の試みが
頻発していることを訴えた。これを受け
たラスムセン事務総長も、「欧州大西洋地
域とアジア太平洋地域の安全保障と安定
は別々に扱うことはできない」と指摘し、
日本のような同志国との対話が重要だと
述べた。

こうしたなか、NATO 側でも中国やイン
ド太平洋地域への関心が次第に高まって
いく。2017年10月のストルテンベルグ事
務総長訪日時に発出された「共同プレス
声明」では、北朝鮮の核実験・弾道ミサ
イル発射に対する強い非難とともに、東
シナ海・南シナ海情勢への懸念が示され
た。そして2019年12月の NATO 首脳に
よる「ロンドン宣言」には、中国の影響
力拡大は「機会と挑戦をもたらしている」
との一文が盛り込まれ、NATO 史上初め
て中国について言及した。その後、2020
年12月には「NATO アジア太平洋パート
ナー（AP4）」である日本、韓国、豪州、
ニュージーランドが NATO 外相会合に出
席し、中国の台頭を含むグローバルなパ
ワーバランスの変化について議論を交わ
した。
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現状および課題

2022年6月、 マ ド リ ー ド で 開 催 さ れ た
NATO 首脳会合は、ロシアによるウクラ
イナ侵攻が続くなかで同盟の結束を示す
歴史的な会合となった。また戦略概念が
新たに採択されるタイミングで、AP4首
脳を含めたパートナー諸国との会合が持
たれたことも画期的だった。新戦略概念
は、ロシアを「最も重大かつ直接的な脅威」
と位置付けるとともに、中国については

「体系的な挑戦」と述べた。また前年の首
脳声明に続いて、中ロ連携への懸念も示
されている。現状、NATO がロシアに焦
点を当てるのは自然な流れだが、中長期
的観点から中国の動きへの警戒、そして
AP4諸国との関係強化の姿勢が継続的に
示されたことは、日本にとって歓迎すべ
きことである。

日本からは岸田首相が日本の首相として
初めて NATO 首脳会合に出席した。参議
院選を控えるなかでの外遊は異例で、そ
れだけ対面の出席に重要な意義を見出し
たのだろう。この結果、国内では NATO
や日 NATO 関係に対する関心が高まった。

ロシアのウクライナ侵攻以降、岸田政権
は G7諸国と足並みを揃えて、ロシアに対
して前例のない厳しい制裁措置をとって
いる。制裁に対する世論の支持は比較的
高く、また国民の多くはウクライナでの
戦争を他人事と捉えていない。日本では
防衛費増額を含む抑止防衛態勢の強化へ
向けた議論や動きも加速している。また
日本はウクライナに対しても様々な分野
で大規模支援を行ってきたが、NATO と
の関係で注目すべきは、2023年3月、岸
田首相がキーウを訪問した際、NATO の

「ウクライナのための包括的支援パッケー

ジ（CAP） 信 託 基 金 」 を 通 じ て、 殺 傷
性のない装備品の供与を発表したことで
ある。

日本が、地理的に離れた欧州情勢に積極
的に関与しているのは、ロシアの行動が
欧州のみならず国際秩序の根幹に関わる
問題だからであり、力による現状変更に
対して日本を含め国際社会が誤ったメッ
セージを送ってはならないと考えている
ためである。その念頭には中国や北朝鮮
の存在がある。またそこには、東アジア
で紛争が勃発した際には、同様の結束と
支援を示してほしいという NATO 欧州諸
国に対する将来への期待も込められてい
よう。

岸田首相はマドリードでの首脳会合でも、
「欧州とインド太平洋の安全保障は切り離
せない」と両地域の安全保障の「不可分
性」について強調し、「ウクライナは明日
の東アジアかもしれない」という強い危
機感を改めて示した。そして日 NATO 協
力の更なる深化を求めて、新たな環境に
合わせた IPCP の抜本的改定などが合意
された。日本はこの首脳会合で「新時代
の日 NATO 協力の地平を開くため」の第
一歩が踏み出されたと捉えている。

これを受けて2023年1月には、ストルテ
ンベルグ事務総長が訪日した。その際に
発表された「日 NATO 共同声明」では、
それぞれの戦略文書の改定を歓迎したう
えで、具体的かつ実際的な協力事項を盛
り込む「国別適合パートナーシップ計画

（ITPP）」策定の進展を歓迎した。またサ
イバーや宇宙、偽情報などへの対処で協
力を進めていく重要性が再確認された。

今後、日 NATO 協力を更に進めていく上
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では、これまでのサイバー防衛や海洋安
全保障などの分野以外での協議・協力も
模索する必要がある。例えば、双方の抑
止防衛態勢に影響を及ぼしかねない「ポ
スト INF 時代」の中距離ミサイルをめぐ
る問題は喫緊の課題である。同時にロシ
アによる核の威嚇、そして中国の核の近
代化は、軍備管理、軍縮、不拡散体制に
深刻な影響を与えており、日 NATO の共
通課題である。また近年より顕著なのは、
中ロが政治・軍事面で連携を深めている
点である。2022年2月、中ロ首脳は軍事
面を含む広範囲で協力を進めていく方向
で一致し、NATO 拡大反対という立場も
明確にした。ロシアによるウクライナ侵
攻後も、中国はロシア寄りの姿勢を崩さ
ず、両国は日本周辺で共同軍事行動を活
発化させている。日 NATO 間で、中ロの
軍事的連携の可能性と限界について共同
で評価し、対応を議論していくことは双
方にとって有益だと考えられる。そのた
めにも様々なレベルでの協議の深化が求
められ、必要な人材や予算の投入が双方
に求められよう。

おわりに

ルールに基づく国際秩序が動揺するなか、
それを維持・強化していくため、日本は
日米同盟を基軸としつつ、地域内外のパー
トナー諸国との二国・多国間の連携強化
を図ってきた。このなかで「信頼できる
必然のパートナー」としての NATO との
関係も着実に進展してきた。ロシアによ
るウクライナ侵攻後、欧州情勢とインド
太平洋情勢が連動しているという認識は
より一層強まっており、日 NATO 協力の
必要性はますます高まっている。こうし
たなか、2023年7月には岸田首相が2年連

続で NATO 首脳会合に出席した。リトア
ニアのヴィリニュスで開かれたこの会合
において、日 NATO 間では2023年から
2026年までの4年間を対象とした ITPP が
採択され、4つの優先課題と16の協力分
野が示された。今後、各分野での実際の
活動をレビューしながら、意味あるかた
ちで協力を進めていけるかが重要となる
だろう。
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